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中央環境審議会 循環型社会部会 小型電気電子機器リサイクル制度及び 

使用済製品中の有用金属の再生利用に関する小委員会（第 15 回） 

 

  「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成 24 年法律第 57 号）。以下「法」とい

う。）は、法制定から 3 年が経過したのを踏まえ、制度の施行状況について評価し、制度推進に向けた

取組について検討が行われた。以下に議論の概要を述べる。 

□□  小小型型家家電電リリササイイククルルのの取取組組状状況況ににつついいてて  

小小型型家家電電ががリリササイイククルル事事業業者者のの元元にに回回収収さされれたた実実績績（（トトンン））  

  HH2255年年度度  HH2266年年度度  HH2277年年度度  備備考考  

市市町町村村かかららのの  

回回収収量量  

2200,,550077  3388,,554466  4477,,112299  市市町町村村がが回回収収しし、、認認定定事事業業者者ももししくくははそそれれ以以

外外のの処処理理事事業業者者にに引引きき渡渡ししたた量量  

認認定定事事業業者者にによよ  

るる直直接接回回収収  

  33,,446644  1111,,994455  1199,,003366  認認定定事事業業者者のの拠拠点点等等（（工工場場、、支支店店等等））にに直直接接

持持込込、、家家電電量量販販店店へへのの店店頭頭持持ちち込込みみやや配配送送時時

回回収収、、宅宅配配便便でで回回収収等等  

合合計計  2233,,997711  5500,,440011  6666,,116655    

□□  小小型型家家電電リリササイイククルルのの回回収収目目標標ににつついいてて  

○平成 25 年に法に基づく基本方針に設定した平成 27 年度の回収量目標 14 万トン/年に対して、平成 27

年度の回収量は約 6.6万トン/年であった。 

○回収量目標を達成することができなかった要因としては、①資源価格の下落、②市町村の取組状況の

差、③制度の認知度の課題が考えられる。 

○ 制度の見直しの検討を平成 30年度から開始することを踏まえ、平成 30年度までの回収量目標は現状維

持の 14万トン/年とする。 
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○ 平成 30年度までの回収量目標（14万トン/年）達成に向けて、以下の検討を実施。 

 小型家電回収量の現状把握を行い、トレンドを分析。 

 回収量目標の達成に向けて、政策の具体的メニューを策定。 

□□  小小型型家家電電のの更更ななるる回回収収量量拡拡大大にに向向けけたた取取組組ににつついいてて  

（１）費用便益分析ツールの活用 

・ 市町村における小型家電リサイクルの費用便益分析ツールを作成  

・ 市町村アンケート調査時に当該ツールも配布  

・ 費用あるいは便益の計算に当該ツールを活用した市町村数：47 市町村 

費用あるいは便益計算を実施している市町村 

費用を計算している市町村 便益を算出している市町村 

182（10%） 190（11％） 

費用あるいは便益計算を実施している市町村のうち、1 人当たり回収量が 1kg 以上の市町村 

一人当たり回収量 1kg 以上の市町村 

 

費用あるいは便益計算をしている市町村のう

ち、 

1 人当たり回収量 1kg 以上の市町村 

282（16%） 

※（ ）内は有効調査対象数 1,732 に対する割合 

費用:41（23%）、便益：41（22%） 

※（ ）内は各有効調査対象数 182、190 に対する割合 

（平成 28年 4月現在。市町村アンケート調査結果より集計。） 

市町村における小型家電及びその他廃棄物の処理は、各市町村の実情に合わせて実施されるが、まず

は、本費用便益分析ツールの普及により、費用便益を計算する市町村数を増やし、小型家電リサイクル

制度の効果を把握することを目指す。 

（２）小型家電リサイクル促進に向けた市町村支援事業の具体的実施例 

○ 環境省は平成 28年度から約 25市町村に対し、市町村支援事業を実施。 

○ 環境省（委託先）が現場確認を行い、市町村の実情を把握した上で、市町村の担当者や施設運営者と

の意見交換を通じて課題を抽出し、改善メニューの検討、市町村に対する提案を行う。 

○ 市町村は提案内容について検討を進め、可能な限り改善を行い、その結果を検証する（例えば、回収

量増加への寄与、費用対効果の改善を確認）。 

（3）違法回収業者の取締りに向けた取組 

平成 28年度も引き続き、市町村職員向けセミナーの実施やモデル事業を通じて、取締りの徹底に向けた

取組を行う。 

■■  事事業業者者ににおおけけるる留留意意点点  

小型家電リサイクル制度の回収目標達成に至らなかったことを受けて、その要因の 1つに挙げられた「市

町村の取組状況の差」に関する有効な対策を策定することを目指し費用便益分析ツールの活用が進めら

れている。事業者として、小型家電リサイクル制度の効果を把握したうえで、制度の見直し議論も進められ

ると考えられ、議論の方向性に注視していく必要がある。 
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